
第１号様式（第６条関係） 
 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業申込書兼誓約書 
 

本補助事業を活用し、安全運転装置等購入・取付に係る費用から控除を受けるに当たり、次 

の「申込者記入欄」にご記入の上、「誓約事項」「個人情報の取扱い」を最後までお読みになり、
内容にご承諾いただける場合は、署名欄に日付・氏名をご記入ください。なお、記入はいずれも、
手書きかつボールペンとしてください（鉛筆、消せるボールペン等は不可。） 

 

＜事業申込者＞…記入欄・誓約事項・署名欄を記入してください。  【店舗記入欄： 
【記入欄】                                       確認書類】 

①  住所 

〒 

 

 

□運転免許証 

（鳥取県内） 

②  
フリガナ 

氏  名 

 

 
□運転免許証 

③  生年月日 Ｔ・Ｓ・Ｈ   年   月   日（満  歳） □運転免許証 

④  連絡先 
自宅： 

携帯番号： 
－ 

⑤  免許番号  □運転免許証 

⑥  車台番号 
 □自動車検査 

 証 

⑦  車両用途 
 

 

□自動車検査 

 証 

⑧  補助区分 
（  ）加速抑制装置     ※該当するカッコ内に〇印を記入し 

（  ）ドライブレコーダー   てください。 

□補助区分の

確認 

以下の項目について、「はい」「いいえ」のいずれかを〇で囲ってください。 
１ 申込者の氏名（上記②）と自動車検査証の「所有者・氏名」又は「使
用者・氏名」が同じです。 

はい    ・    いいえ 

           ↓ 

２ （１が「いいえ」の場合）申込者の住所（上記①）と自動車検査証
に記載の「所有者・住所」又は「使用者・住所」が同じであることを
確認 

はい    ・    いいえ 

                      ↓ 

１・２いずれも「いいえ」の場合は、本補助金の対象とはなりません。 

□自動車検査 

 証 

※加速抑制装置の事業申込者は、「鳥取県内在住の満７５歳以上（今年度末までに誕生 
日となっていること）ご本人」であることが要件です。（家族等による代理申込は不可） 
 

【誓約事項】 □にレを記入してください    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜裏面に続く＞ 
※自動車検査証から転記してくださ 

い。（自家用車が補助対象） 

次の事項を確認し、遵守することを、ここに誓約いたします。 

□加速抑制装置及びドライブレコーダーの補助区分ごとに、本補助金の申込みは今回 
１回限りです。 

□自動車税の滞納はありません。 

□転売を目的とした安全運転装置等の取付ではありません。 

□安全運転装置等を取付ける自動車を、個人の用途に供します。 

□暴力団員等（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員及び本補助金交付要綱第５条 

第２項第２号に規定する暴力団員等をいう。）ではありません。 

□購入・取付を依頼した補助事業者から安全運転装置等の機能と適切な使用方法に 

ついて、説明を受けました。 

□安全運転装置等取付後に発生した事故や車両の故障等について、鳥取県が一切の責 

任を負わないことについて了承しました。 

 



【添付書類】 
 １ 運転免許証及び自動車検査証の写し   以上において、事実と反することが判明した場合は、安全運転装置等の 
購入及び取付に係る費用から控除された本補助金額を支払います。 
また、以下の個人情報の取扱いについて、同意します。 

 

【個人情報の取扱い】 
 私は、この書面に記載した個人情報（住所、氏名、生年月日、連絡先、車両番号 等）
（以下、「本件個人情報」という。）の利用目的について、以下のとおり確認しました。 
１ 鳥取県は、本件個人情報を本事業における①不正行為等の把握・防止、②データ分
析、③不正行為が判明した場合の連絡など、本事業実施のために利用します。 

２ 鳥取県は、市町村が本補助金と同様な補助制度を設けた場合において、当該市町村
からの求めに応じて、その補助制度遂行のために必要な個人情報を提供することがあ
ります。 

３ 「鳥取県安全運転装置等普及促進事業」の交付決定を受けた補助事業者及び店舗は、
本件個人情報を、本様式により本事業への申込みがあったことを確認したうえ、これ
を添付し、本補助金を請求するために利用します。 

４ 添付書類の写しも、上記と同じ取扱いとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
以下、店舗記入欄 
取付完了日 令和  年  月  日 
控除金額 
（本補助金額）               円  

（事業申込者支払額（税込）：          円）  ※（機器費用＋取付費用）×税率－本補助金額＝事業申込者支払額  ※１円未満の端数については、補助事業者負担とすること。     
事業申込者の本人確認を行ったうえ、事業申込者に対し、「鳥取県安全運転装置等普及促進 
事業補助金交付要綱」に定める本補助金額の控除を行ったことを証明します。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【署名欄】 

 

令和  年  月  日 

 

氏名（自署）：                  

 

会社名 担当者名 担当者印                                   印 



第２号様式（第７条関係） 

 

    年  月  日 

  鳥取県知事 様 

（申請者）  

住      所 

申請者名称 

 

 

 

 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助事業者申請書 

 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき同要綱第６条

の補助事業を実施する補助事業者として、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 

   鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金交付要綱第４条（ ）・（ ）に該当する安全

運転装置等の販売及び取付を予定している。 

  

 

  添付書類 

  １ 全運転装置等を販売及び取付ける店舗の一覧（店舗名、所在地、電話番号） 

    別添のとおり 

 

  ２ 暴力団等に該当しないことなどの「誓約書」（令和元年度鳥取県安全運転装置等普及促

進事業補助金交付要綱 第３号様式） 

 

  ３ 法人の場合は、「履歴事項全部証明書」 

    （個人の場合、住民票の写し） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

住  所 
〒 

所属部署 
 

担当者氏名 
 

電話番号 
 

FAX番号 
 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
 

 

 

  

印 

法人にあって

は名称及び代

表者の氏名  



第３号様式（第７条関係） 

誓 約 書 
 

鳥取県知事  様 

 

 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づく申請 

を行うに当たり、当該申請により補助事業者としての決定を受けようとする者（法 

人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成 

員を含む。また、本申請書添付書類１に記載の店舗を含む。）が暴力団員による不 

当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団(以下「暴力団」と 

いう。)、同条第６号に規定する暴力団員及び暴力団若しくは暴力団員の利益につ 

ながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下 

「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをこ 

こに誓約いたします。 

また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第 18条の規定により補助金の交 

付の決定の取消しを受けた場合において、補助金の返還を命じられたときは、これ 

に異議なく応じることを誓約いたします。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団又は暴力団員等であるか否かの

確認のため、鳥取県警察へ照会がなされることに同意いたします。 

 

 

年  月  日 

 

 

住所 

                                   

 

 

氏名又は名称                      

 

                                     

 

           代表者氏名 

               

                                     

 

 

＊ 法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 

＊ この誓約書における「暴力団員等」とは、次の者などをいう。 

 ・ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

 ・ 暴力団員を雇用している者 

 ・ 暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

 ・ 暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 ・ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

  
  

印 



第４号様式（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 

   住      所 

   申請者名称 

               

 

 

 

                    職 氏名             印 

 

 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助事業者決定通知書 

 

 

    年  月  日付けであった申請について、鳥取県安全運転装置等普及促進事業 

補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、補助事業者として決定する。 

 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業を実施する店舗 

 

 

 

 

 

２ 個人情報の取扱いについて 

    補助事業を遂行するための個人情報の取扱いについては、別記（個人情報取扱事務特記 

事項）を遵守すること。 

 

 

  

  

法人にあって

は名称及び代

表者の氏名  



別記 

個人情報取扱事務特記事項 

 

（個人情報の取扱い） 

第１ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個

人の権利利益を侵害することのないよう努めなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するために知り得た個人情報の内容を、他に漏

らしてはならない。 

２ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するための個人情報の取扱いを伴う事務に従事

している者又は従事していた者が、当該補助事業に係る事務を処理するために知り得た個人情報

の内容を、他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この補助事業に係る事務が終了し、又は解除された後においても、また同様と

する。 

（目的外収集・利用の禁止） 

第３ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するため、個人情報を収集し、又は利用すると

きは、補助事業の目的の範囲内で行うものとする。 

（第三者への提供制限） 

第４ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するため鳥取県又は事業申込者から提供され

た個人情報が記録された資料等を、鳥取県の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（複製、複写の禁止） 

第５ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するため鳥取県又は事業申込者から提供され

た個人情報が記録された資料等を、鳥取県の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（個人情報の適正管理） 

第６ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するため鳥取県又は事業申込者から提供され

た個人情報が記録された資料等を毀損し、又は滅失することのないよう、当該個人情報の適正な管

理に努めなければならない。 

（提供資料等の返還等） 

第７ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するため鳥取県から提供された個人情報が記

録された資料等を、事務完了後速やかに鳥取県に返還するものとする。ただし、鳥取県が別に指示

したときは、当該方法によるものとする。 

（事故報告義務） 

第８ 補助事業者は、この補助事業に係る事務を処理するため鳥取県から提供された個人情報が記

録された資料等の内容を漏えいし、毀損し、又は滅失した場合は、鳥取県に速やかに報告し、その

指示に従わなければならない。 

（事務解除及び損害賠償） 

第９ 鳥取県は、補助事業者が個人情報取扱事務特記事項の内容に反していると認めたときは、補助

事業者決定の取消し又は損害賠償の請求をすることができるものとする。 

  



第５号様式（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 

   住      所 

   申請者名称 

               

 

 

 

                    職 氏名              印 

 

 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助事業者不決定通知書 

 

 

    年  月  日付であった申請については、鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助

金交付要綱第８条第２項の規定に基づき、補助事業者としないことに決定したため、下記のと

おり通知する。 

 

 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業者としない理由 

 

  

法人にあって

は名称及び代

表者の氏名  



第６号様式（第 10条関係） 

   年  月  日 

鳥取県知事 様 

（申請者）  

住      所 

申請者名称 

 

 

 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金交付申請書 

 

  鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金の交付を受けたいので、鳥取県補助金等交付規則

（昭和３２年鳥取県規則第２２号）第５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請しま

す。 
 
 

記 
 
 １ 交付申請額等 

 
補助事業等の名称 
 

 
安全運転装置等普及促進事業 

 
算定基準額 
 

 
                  円 

 
交付申請額 
 

 
                  円 

 

２ 安全運転装置等の内訳                      （単位：円） 

装置等の種別 
1台当たりの補助額 

Ａ(※１) 

販売・取付台数 

Ｂ（※２） 

金額 

（ Ａ ×Ｂ ） 

(1) 加速抑制装置    

(2) 
ドライブレコ

ーダー 

   

(3) 事務費    

合計   

算定基準額（※３）  

  ※１ １台当たりの補助額は、装置の販売・取付費用（消費税及び地方消費税相当分及び取付に際

して行った自動車の故障箇所の修理若しくは補修又は改良若しくは改造に係る費用を除く。）と

し、本補助金交付要綱別表に記載のとおり。ただし、補助対象経費が当該補助額を下回ると

きは、その額を記載することとし、複数あるときは、適宜行を追加すること。 

  ※２ (3)事務費の販売・取付台数は、(1)・(2)の台数を合算したもの。 

  ※３ 合計額から 100円未満の端数を切り捨てた金額。 

 

３ 添付書類 

 （１）販売・取付けしようとする安全運転装置等の機能について、本補助金交付要綱第４条第１号

又は第２号に合致していることがわかる書類及びリーフレット、取扱説明書など装置の安全

性を示す書類 

 

 

 

  

印 法人にあって
は名称及び代
表者の氏名  



第７号様式（第 11条関係） 

第     号 

                                  年  月  日 

   住      所 

   申請者名称 

               

 

 

職 氏名         印 

 

 

年度鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県安全

運転装置等普及促進事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付

規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づ

き、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業 

  本補助金の補助事業の内容は、３に記載のとおりとする。 

 

２ 交付決定額等 

  本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が

変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

（１）算定基準額              円 

（２）交付決定額              円 

 

３ 経費の配分 

   本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対する交付決定額は、以下のと

おりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところに

よる。 

                      （単位：円） 

装置等の種別 
1台当たりの補助額 

Ａ(※１) 

販売・取付台数 

Ｂ（※２） 

金額 

（ Ａ ×Ｂ ） 

(1) 加速抑制装置    

(2) 
ドライブレコ

ーダー 

   

(3) 事務費    

合計   

算定基準額（※３）  

 

４ 交付額の確定 

本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県安全運転装置等普及促進事

業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第６条第１項を適用して算定した額と、前記２の

（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行

う。 

 

５ 補助規程の遵守 

  本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなけ

ればならない。 

 

法人にあって

は名称及び代

表者の氏名  



第８号様式（第 12条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 

   住      所 

   申請者名称 

               

 

 

 

                    職 氏名             印 

 

 

年度鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金不交付決定通知書 

 

 

    年  月  日付で申請のあった標記補助金の交付については、鳥取県安全運転装置

等普及促進事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づく審査の結果、交付しないことに

決定したため、同要綱第１２条第２項の規定により通知する。 

 

 

記 

 

 

１ 不交付の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人にあって

は名称及び代

表者の氏名  



第９号様式（第 17条関係） 

   年  月  日 

職 氏名   様 

（申請者）  

住      所 

申請者名称 

 

 

 

 

鳥取県安全運転装置等普及促進事業補助金実績報告書 

 

     年  月  日  第  号による交付決定に係る事業の実績について、鳥取県補助金

等交付規則第１７条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 
 
 
 

記 

  

１ 交付申請額及び実績額等 
 

補助金等の名称 
 
安全運転装置等普及促進事業 
 

交付決定 

 
算定基準額 

 

 
交付決定額 

 
             円 
 

 
            円 

 
実績 
 

 
             円 

 
            円 

 
差引 
 

 
             円 

 
            円 
 

 

２ 安全運転装置等の内訳                      （単位：円） 

装置等の種別 
1台当たりの補助額 

Ａ(※１) 

販売・取付台数 

Ｂ（※２） 

金額 

（ Ａ ×Ｂ ） 

(1) 加速抑制装置    

(2) 
ドライブレコ

ーダー 

   

(3) 事務費負担額    

合計   

算定基準額（※３）  

  ※１ １台当たりの補助額は、装置の販売・取付費用（消費税及び地方消費税相当分及び取付に際

して行った自動車の故障箇所の修理若しくは補修又は改良若しくは改造に係る費用を除く。）と

し、本補助金交付要綱別表に記載のとおり。ただし、補助対象経費が当該補助額を下回ると

きは、その額を記載することとし、複数あるときは、適宜行を追加すること。 

  ※２ (3)事務費の販売・取付台数は、(1)・(2)の台数を合算したもの。 

  ※３ 合計額から 100円未満の端数を切り捨てた金額。 

 

 

 

 

 

 

 

印 法人にあって
は名称及び代
表者の氏名  



 

 ３ 本補助金の振込先 

（フリガナ） 

口座名義 

 

（金融機関名） 

銀行   

信用金庫  

農業協同組合 

（本支店・出張所等名） 

支店   

出張所  

本所・支所 

預金種別 （  ）普通預金  ・ （  ）当座預金 

口座番号等 店番  口座番号  

 

 

 整理番号 

２(1) 

 

    ～ 

 

２(2) 

 

    ～ 

 

 

 ４ 添付書類 

 （１）事業申込者別補助事業内容一覧（文書及び電子データ(エクセル形式)） 

 （２）鳥取県安全運転装置等普及促進事業申込書兼誓約書（写） 

 （３）補助対象経費及び事業申込者の支払額がわかるもの（領収書等）の写し 

 （４）その他必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※整理番号欄には、上記２の(１)加速抑制装置、(２)ドライブレ

コーダーごとに、事業申込者の５(２)申込書の写し、５(３)領

収書等の写しの右上に通し番号を記入し、その最初と最後の番

号を整理番号として記入すること。 

  なお、当該整理番号は、５(１) 事業申込者別補助事業内容

一覧の整理番号と一致すること。 

 


